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はじめに － 本稿の課題 
 

現在，鳥取市は中核市に移行するための準備を進めている。中核市になるのは 2018(平成 30)年 4

月であり，今から２年後のことに過ぎない。しかし，どれだけの鳥取市民が，このことを知ってい

るだろうか。 
たとえ，中核市になるということは聞いていても，その内容や問題点を理解している市民は極め

て少ないと思われる。事実，市議会以外では，ほとんど話題にのぼることはない。10 年前，市町村

合併によって鳥取市が一般市から特例市に移行する時の騒ぎとは，なんと雲泥の差があることか。 
わが国の大都市制度においては，一般市から特例市，中核市，政令指定都市へと，主として人口

規模の大きさによって権限が拡大していく仕組みとなっている。思えば，合併するに際して，鳥取

市は山陰地方で初の特例市誕生を大いにアピールして 20 万都市をめざし合併を推進していった。そ

の結果，９市町村が合併するという全国でも稀な大型合併が成立した。そして，合併の翌年 2005（平

成 17）年 10 月，鳥取市は人口 20 万を擁する特例市に移行したのである。 
当時，行政が盛んに合併によって特例市になることを宣伝したので，鳥取市民も大いに関心をも

っていた。しかし，今回はどうだろう。内容はもちろんのこと，鳥取市が中核市になることさえ知

らない市民が少なくない。このままで良いのであろうか。いいはずはない。なぜならば，本文で述

べるように，中核市への移行には特例市に移った時よりも，もっと大きな問題をかかえることにな

るからだ。 
本稿の課題は，以上のような問題意識のもと，現在鳥取市が目指している中核市移行の特徴とそ

の問題点を明らかにすることにある。 
 

１． 鳥取市のめざす中核市とは － 政令指定都市，中核市，特例市 
 
まずその前に，中核市および大都市制度とは何かについて概説しておこう。 
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中核市とは，図１に示されているように，主として都市の人口規模によって定められた大都市制 
度の一つであって，政令指定都市に次ぐ大きな事務の権限を持っている都市のことをいう。中核市

になれば，どのような事務を担うことになるのかが図２に示されている。これまでの事務に加えて，

保健衛生や福祉分野での権限が大幅に拡大される。 
では，大都市制度とは何か。これは，地方自治法によって定められている都市行政に対応するた

めの制度である。すなわち，大きな都市というのは普通の地方とは違った特徴がある。例えば，人

口が過密であるとか，会社が密集し工場も多く，道路も混雑しており景観も悪い，時には大規模な

騒音などが発生しやすい。これらは，地方には見られない大都市の顕著な特徴だ。 
そこで，これに対応するためには，大都市の自治体に独自の権限を持たせて，これらの都市問題

の解決をはからなければならない。そのための大きな権限や財源を大都市に保障する必要があると

いう考えのもとでつくられたのが，大都市制度といわれるものである。 
こうした大都市制度に基づいて戦後，政令指定都市，中核市，特例市が，次から次へと地方自治

法の改正によって設置されてきた。 
まず，私たちがよく知っているのは，政令指定都市で，これは 1956 年につくられた制度だ。その

ときに，こういう議論があった。大阪市や京都市など大都市が，自分たちにもっと権限をもたせて

欲しいと自治の拡大を要求して，国の行政から独立した特別市になることを国に要請した。それに

対して，府県側は，そのようなことをされると自分たちの府県の中に独自の自治を持った都市がで

きてしまい府県の統一的な行政にとって邪魔になる。だから，そんな勝手なことはやめてほしいと

主張し，府県と大都市の争いになった。 
その結果，両者の妥協の産物として，特別市にはしないけれども政令指定都市として国から権限

を大幅に移す措置がとられたのである。大都市の側では，完全な自治権は獲得することができなか

ったが，大きく国から権限が移譲されるという形で政令指定都市という制度がつくられた。当時は，

京都市，大阪市，名古屋市，神戸市，横浜市の５市が，政令指定都市に決められ，以降増えていっ

て現在，政令指定都市は 20 都市になっている。 
その次に，1994 年には中核市が設けられた。中核市の基準は，人口 30 万人以上。中核市には政

令指定都市の約７割の権限が移された。次に，特例市が 1999 年に設置されて，この場合の人口要件

は 20 万人。現在，鳥取市も含めて 39 の市が特例市になっている。その権限は，中核市の２割程度

だ。 
こうして，戦後わが国では人口 20 万人以下の一般市があって，その上に特例市があり，中核市が

あって，政令指定都市があるというピラミッド型の大都市制度が造られてきた。 
表１にあるように，現在，一般市が 686 市。鳥取市も含めた特例市(施行時特例市)が 39 市，中核

市が 45 市，政令指定都市が 20 市となっている。中国地方は，広島市，岡山市が政令指定都市，中

核市は倉敷市，福山市，下関市。そして，呉市，松江市，鳥取市が特例市である。 
今，議論されているのは，その特例市が中核市に移行するということだ。地方自治法が 2014 年 5

月に改正をされて，これまでの特例市が廃止。そして，今まで中核市になるためには，30 万以上の

人口がないといけなかったものが，20 万人でも中核市になれるようになった（１）。 
また，その際の特例として，現在 20 万人を下回っている特例市であっても，2020(平成 32)年 3

月末日までであれば中核市になることができるという経過措置がとられることとなった（２）。した

がって，現在の鳥取市は特例市で人口は 20 万人に満たない（３）が，中核市になる可能性がでてきた。 
そこで，鳥取市はこの措置を使って 2018 年に中核市になるための準備をすすめている（４）。 
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図１　中核市とは何か

図２　中核市が担うこととなる主な事務



112 地　域　学　論　集      第 12 巻      第 ３ 号（2016） 

表１　指定都市、中核市、特例市の指定状況
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以上が，大都市制度の概要とその中で鳥取市がめざしている中核市の位置づけである。次から，

いよいよ鳥取市が中核市に移行する問題点の検討に移ろう。 
結論を先取りすると，特例市が中核市に移行する場合に，これまでになく多くの権限が県から移

譲されるが，それを引き受けるだけの財源の確保や人員・組織の体制が不十分であれば，かえって

住民へのサービス低下を引き起こしてしまう。このことは，本文で指摘したように鳥取市が中核市

に移行するに際して大いに懸念される。権限が強化されると喜んでばかりではいられない。 
鳥取市が中核市になって，住民のための行政水準が上がるのか下がるのか。それを考える際に，

鳥取市には前例として苦い経験があることを，まず知っておかなければならない。 

 

２．鳥取市の合併と特例市への移行 
 
1999 年改正された合併特例法の期限が切れる 2005 年 3 月末をめざして，全国的にいわゆる「平

成大合併」が展開された（５）。その結果，当時 3400 余りあった日本の市町村がほぼ半減した。 
鳥取市もこの時の 2004 年 11 月 1 日、９市町村が合併するという大規模な合併をおこなった。こ

れで，翌 2005 年 10 月 1 日に鳥取市は一般市から特例市になった。その際，権限が拡大し，県から

鳥取市に環境分野や都市計画に係わる権限およそ 300 が移譲された。 
では、この市町村合併の結果，特例市になった鳥取市はどのように変化したか。 

 「人が輝き まちがきらめく 快適・環境都市 鳥取」－これが，鳥取市の合併当時のスローガ

ンだ。合併によって，どんなにすばらしい街ができるのかと，期待をもたせて新鳥取市がスタート

した。しかし，そこで待ち受けていたのは，余りにも住民にとって厳しい現実だった。 
合併して以降，鳥取市は住民への行政サービスのカットと住民負担の増大をはかっていった。そ

こで，合併による特例市への移行によって，鳥取市における税や行政サービスの住民負担が，どの

ように変化したか。その主なものをみておこう。 
住民税における個人均等割が合併前の 2003 年には 2500 円であったものが，合併したとたんに

3000 円に引き上げられた。同じく住民税の法人部分は旧河原町，旧用瀬町，旧佐治村では 12.3％か

ら 2010 年度には 14.7％に上げられ，全体が旧鳥取市の制度に統一された。 
固定資産税については，旧福部村，旧用瀬町，旧佐治村，旧気高町，旧鹿野町が 1.4％であった

ものが，これも旧鳥取市の制度に統一されて 2010 年度からは一律 1.5 に引き上げられた。 
国民健康保険料の所得割では各市町村でばらつきがあったものの，およそ 6％～7％だったものが，

合併後徐々に引き上げられて 2007 年度には鳥取市全体として 8％に統一された。それに従って均等

割も平等割も引き上げられていった。 
保育料においては，合併して以降，旧鳥取市と旧国府町では引き下げられものの，その他の 7 町

村では引き上げの傾向がみられる。 
遠距離通学費補助については，その対象がこれまで小学生では 2 ㎞ないし 2.5 ㎞以上で補助され

ていたのが，2010 年度からは一律 3 ㎞以上に統一された。 
ゴミ袋の料金では，合併時の 2004 年度にいったん鳥取市の料金に統一されたのち，2007 年度に

大一枚あたり 60 円となった。この料金は，合併前の旧鳥取市では 11.6 円，旧国府町では 20 円，旧

福部村では 25 円であったために，大幅な引き上げとなった。 
下水道使用料においては，保育料とは逆に合併して以降，旧鳥取市と旧国府町では引き上げ，そ

の他の市町村では引き下げられた。 
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胃がん，肺がん，子宮がん，大腸がん等の検診では，合併以前に無料であった旧市町村も合併し

て以降，2008 年度には全ての地域で有料化された。 

 以上の点から合併前後の住民への行政サービスと住民負担の変化をみると，全体として合併前と

比較し住民にとって不利な方向に変えられていったことに気づく。また，他の地域が旧鳥取市に合

わされていった事情もうかがえる。 

さらに，職員の削減である。市職員（一般行政職）は 2010～2014 年の５年間で 133 人の減，さら

に 2016 年までに 31 人の減とする予定だ。これが実現すれば，合計 2010～2016 年で 164 人の削減が

おこなわれることになる。行政改革という名の人員削減が過度に進めば，日常の業務遂行に支障を

きたし，そのマイナス影響は，住民サービスの低下に直結する。 
地方分権の名のもとで，国の権限が府県へ，府県の権限が市町村へと移譲されている。しかし，

これを受ける自治体が財政難で人員を削減しているなかでは，新たに受けた仕事を遂行していくの

に精一杯で，しっかりと住民のための行政を展開する余裕を失ってしまう。これでは，何のための

権限移譲かわからない。ましてや，公共事業の財源を確保する目的で，職員を削減するに至っては

本末転倒と言わなければならない。 
 

 表２ 鳥取市支所における職員数の推移 

（鳥取市総務部職員課提供資料より作成） 

 2004.4.1 

(合併前) 

2004.11.1

（合併後）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 

国府

支所 

99 42 38 35 34 31 27 26 25 24 22 20 

福部

支所 

62 28 26 26 26 24 23 21 21 20 19 18 

河原

支所 

121 47 41 34 34 32 28 27 25 24 23 22 

用瀬

支所 

74 33 31 28 28 25 23 22 21 20 19 18 

佐治

支所 

70 26 26 26 26 24 23 22 21 20 19 18 

気高

支所 

128 44 41 33 31 29 25 25 24 23 22 21 

鹿野

支所 

80 30 28 29 28 26 24 24 22 21 20 19 

青谷

支所 

109 42 37 33 32 31 27 26 25 24 23 22 

合計 743 292 268 244 239 222 200 193 184 176 167 158 
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とりわけ深刻なのが，支所の職員数の減少だ。合併してこの 10 年間に，鳥取市はどれぐらい支所

の職員数を削減してきたか。合併してから次第に支所の職員数を減らして，現在ほぼ合併時の半数

となっている。 

さらに，それを合併する前と比較したのが表２である。鳥取市の合併前には合計 743 名いた役場

の職員数が，まず合併により約３分の１に減り，合併 10 年後には当初の５分の１の 158 人にまで減

ってしまった。合併によって権限は中央に移り，支所は単なる窓口化した。そのため，決定には時

間がかかり住民の要求に対する返答は遅れがちになった。しかも，合併による影響で，職員が短期

で他の支所や本庁に配置転換されることによって，職員と地域住民との繋がりが断ち切られてしま

った。 

こうした変化から生じる住民の不満も少なくない。先日も鳥取市用瀬町の支所の調査に行った際，

たまたま見かけた一人の住民に，合併の前と後との役場・支所の変化について質問した。答えは，

次のとおりであった。 
「合併前には，私が役場に入ると，職員の人が私を見るやいなや，私の名前を呼んで，今日は何

の用事ですか，と尋ねてくれた。しかし，それが今では，支所に行っても職員は，黙々とパソコン

に向かって仕事をしているだけです。」 
住民からこのような答えが返ってくるのも無理はない。なぜなら，合併前には役場の職員はほぼ

全員，地元の自治体に居住していた。しかし，合併してからの支所の職員は，合併した他の自治体

出身の職員も混じっており，短期間のうちに支所を転々とする。したがって，支所職員は現在働い

ている自治体を熟知し住民の顔を知っているとは限らない。 
 なるほど，支所は元の役場にあり住民からの距離にも変わりはない。しかし，この住民にとって

は，町の行政が以前に比べてずいぶん離れてしまったと感じたに違いない。行政の効率性をもっぱ

ら優先させた市町村合併の問題点を，まざまざと見た思いがした。 
こうした問題点は，とくに合併した周辺の旧町村の住民から多く出されている。それもそのはず，

合併前には「サービスは高い地域に合わせ，住民負担は低い地域に合わせる」と言って合併を進め

てきた。それを信じて合併に賛成した住民からは，今でも「こんなはずではなかった」，「約束が

違うではないか」と批判が聞かれる。一体，「何のための合併であったのか」また「誰のための合

併だったのか」－ 現在でも，この根本問題が問われている。 
以上のように，鳥取市は市町村合併によって一般市から特例市になったものの，住民のためのま

ちづくりとは逆行する行財政運営をおこなっている（６）。この反省を踏まえず，現在の状況のまま

で中核市へ移行しても，鳥取市の抱える問題点は解決するどころか，より一層拡大した規模で再生

産される可能性は高い。 
 

３．特例市から中核市へ，保健所の設置問題 
 

今後の鳥取市における中核市への移行については，表３に見るような手順が踏まれる予定となっ

ている。 
現在までに，鳥取市と県との協議会が４回開かれているが，これからも協議を重ねて，2017 年の

１月から２月にかけて，この協議会で同意した事項を総務省に持って行く。そして，３月に市議会

へ議案が提出をされる。４月には，県知事へ同意の申出を行い，６月に今度は県議会に同意の議案

が提出をされる。７月に県が同意をすると，国は 10 月に政令指定をおこない，2018 年４月１日か 
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ら中核市に移行するという段取りである。 
鳥取市が中核市になると，資料１にあるように，県から 2,211 もの権限が移譲される。中核市は，

政令指定都市の７割の権限を持つことができるものだから，特例市の時と比べて，格段に多くの事

務を鳥取市が負うことになる。いわば，シャワーのようにどんどん仕事が県から市に降りてくるの

である。 

なるほど，特例市の時にはできなかった住民への身近なサービスが，中核市になることによって

可能になるということは良いことに違いない。しかし肝心なことは，それが行える財源と職員など

の実施体制を市が整えられるかということだ。それができなければ，かえって住民へのサービス低

下がおきたり財源確保のため住民負担が増大することになる。 

特例市になった時には，環境と都市計画分野の権限の一部が県から市に移されたが，中核市にな

ると，これに加えて県から市へと民生や保健衛生の多くの権限が移譲される。その数は，先ほど言

ったように現在のところ 2,211 と見積もられている。そのうちの半数は保健所に係わる事務だ。 
だから，この保健所の事務に対して鳥取市はどのように対応するかが問題となる。これまで鳥取

市では保健センターはもっていたが保健所はなかった。しかし，中核市になると保健所の設置が義 
務づけられる。 
現在は，鳥取県が中央病院の近くで鳥取県東部保健所をもっていて，鳥取市と智頭町，若桜町，八

頭町，岩美町の１市４町の保健事務をおこなっている。それを鳥取市が中核市になると，鳥取市が

独自で保健所を設置することになる。そして，他の４町の保健業務も鳥取市が県から委託しておこ

なうように話が進んでいる。 
 では，どこに鳥取市は保健所をつくる予定なのかというと，現在，社会福祉，市民税や市民相談

などの業務をおこなっている駅南庁舎に設置すると表明している。この１階部分に保健所を置く予

定である。そして，１階に保健所，保健センター，子育て支援の機能などを集約するとしている。

それを示したのが資料２だ。 
 すると，今まで駅南庁舎に入っていた社会福祉などの部署が出て行かなければならない。それを

新築が予定されている庁舎が引き受ける。そのために，新庁舎の床面積が拡大して，建築費用も当

初の 64 億円から 98 億円にまで増大する原因の一つとなったと，市は発表している（７）。この点は，

また後で述べたい。 
 ともあれ，中核市になると独自で保健所を設置しなければならないが，その困難さを資料３にみ

るように服部信明氏は「中核市移行に向けた保健所設置への支援を求める要望書」(2014 年)におい

て，大きく２点指摘している。 
 まず第１に，専門職の確保である。服部氏は言う－「保健所設置に際し必要となる専門職につい

て，全国的にその確保が困難な状況である。とりわけ公衆衛生を担当する医師の不足は顕著であり

大きな問題となっている」。医師の外にも，保健師，栄養士，薬剤師，臨床検査技師などという専門

職員を確保しなければならない。それが難しい状況にあると言う。鳥取市では 50 名程度の専門職員

が必要であるとしている。 
 第２に，保健所設置に係わる財政負担だ。服部氏はこの点を次のように述べている。「府県からの

派遣職員受け入れに係る人件費，施設やシステム等のインフラ整備に係る多額の費用負担及び保健

所の運営に係る事業費等の大幅な増額が見込まれる」－ 保健所を作れば，このような負担を鳥取

市が負わなければならない。 
これに加えて，現在困った問題が起きている。それは，鳥取市が中核市に移行してからの２年間， 
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資料１　中核市移行に係る県から鳥取市への移譲事務
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資料２　保健所設置に係わる駅南庁舎の概要
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資料３　中核市移行に向けた保健所設置への支援を求める要望書
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保健所をどこに設置するのかということである。と言うのは，2018 年に鳥取市は中核市に移行する

予定で保健所設置の準備を進めているが，新庁舎が完成するのは 2020 年だ。この庁舎が完成すれば，

駅南庁舎に現在ある社会福祉，市民税や市民相談などの部署を新庁舎に移動でき，それに代わって

ここに保健所をおくことができるが，新庁舎が建設されていないもとではそれは不可能である。 
では，どうするのか。中核市になる 2018 年から新庁舎が完成する 2020 年の２年間，保健所をど

こに置くつもりなのか。この問題を解決するための手立てが，まだ決まっていない。 
 

４．鳥取市の中核市移行にともなう財政負担問題 

 
中核市の移行にともなう財政負担，これを軽視してはいけない。先述したように，中核市になれ

ば県から鳥取市へと多くの事務が移譲される。それが鳥取市の財政にどういう影響を与えるか。 
これに関して試算したものがある。それが資料４と資料５だ。これによると，まず歳出はもちろ

ん伸びる。増大する事業費とか，あるいは事務に係る人件費であるとか，施設・資材等の整備運営

費などである。ざっと合計すると 16 億の支出増となる。では一方，歳入はどうなるか。国からの普 

通交付税，それから国庫支出金という財政的支援が行われる。そして，権限移譲交付金や手数料， 

県からの委託料が下りてくる。これらを合わせて，果たして歳出 16 億に見合うだけの歳入が確保で

きるかどうかが問題である。 

しかし，県の試算では肝心な普通交付税や国庫支出金のところは，金額がなにも書かれていない。

明記してあるのは，権限移譲交付金の 750 万円と手数料の２億円だけ。それに県の委託料も記入さ

れていない。ということは，今のところは，鳥取市が中核市に移行するに際して，歳出の増加に対

して歳入がどれだけ増えるかはわからないということである。このままでは将来，鳥取市の大幅な

持ち出しにならないという保障はない。 
しかも，この歳入への影響では，鳥取市が中核市になることによって，今まで県が負担してくれ

たものを鳥取市が負担することになる。たとえば，国は２分の１負担しており，あとの半分を県と

市がそれぞれ等分に負担してきた事業が，中核市になると，国は２分の１で変わらないが，後の負

担に関して県は負担しなくてもよくなって，その分を全部鳥取市が負担しなければならないという

ふうに変わる。 
すなわち，中核市になると法令上の負担割合の変更によって，今まで県と市とで負担していたも

のを市が全て負担することになり，県からの交付金がなくなる。その分，市の負担が増えることに

なる。 
さらに，こういう大きな変化が起きてくるときに，果たして，国が地方自治体に配分する普通交

付税や国庫支出金を，確実に地方自治体に配分するかどうかが問題だ。その額が少なければ，鳥取

市の自前の負担が増えることになるのは明らかである。 
 今後，国から地方への財源配分はどうなるか。これが，非常に危うい事態になることを予想して

おかなければならない。そう考えるには，次のような理由がある。 
2004 年から 2006 年にかけて，国と地方の財政再建を掲げ，いわゆる三位一体改革が取り組まれ

た。この改革において，国は国庫支出金の中でその大部分を占める国庫補助負担金を４兆円削減し，

このうち３兆円を地方自治体に税源移譲したものの，地方交付税を５兆円も削減した。結局，本来

地方に配分されるべき財源は６兆円も削減された。これによって，地方自治体の財政危機は緩和さ

れるどころか一層進展してしまった。国は地方よりも自分の財政事情を優先するという姿勢である 
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資料４　県から市への事務移譲等による鳥取市への財政影響について（試算）
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資料５　中核市への移行にともなう財政への影響イメージ
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ことが明瞭になったのである（８）。 
また，先の「平成大合併」がおこなわれた理由が，地方交付税の削減にあったことにも注目して

おくべきだ。市町村合併によって自治体の数を少なくすることによって，地方に配分する地方交付

税を減らそうとしたのだ。 
さらに，現在国は深刻な財政危機のなかで，2020 年までにプライマリーバランスを黒字化すると

している。そのためには，経済成長によって増収をめざすととともに，財政削減に努めなければな

らない。そのターゲットに，国の大きな歳出項目である社会保障費と地方交付税が狙われているこ

とを知る必要がある。 
このような国の動向を考えると，いつまでも地方交付税や国庫支出金など国に依存する財源に頼

る政策の危険性が浮き彫りになる。中核市移行にたいする財源確保に甘い見通しをもってはいけな

い。 
 

５．中核市への移行と鳥取市庁舎の新築・移転問題 

 
鳥取市における中核市への移行が，市庁舎の新築に与える影響はその建設費の高騰となって現れ 

ている。市の発表によると，その建設費が当初の65億6,000万円から資料６にあるように98億4,000 

万円と，一挙に 1.5 倍に増えるという。もっとも，建設費の高騰は，この中核市問題以外にも原因

があって，建築資材や建設労働者の賃金の上昇，消費税の増税なども理由にあげられているが，中

核市への移行もその主な原因であることは確かだ。 
前述したように，鳥取市が中核市になると保健所の設置が義務づけられる。市は保健所の場所と

して駅南庁舎を予定しており，この１階部分に保健所をつくり，保健センター，子育て支援の機能

などを集約するとしている。そのために，今まで駅南庁舎に入っていた社会福祉，市民税や市民相

談などの部署が，ここから出て行かなければならない。それを新築の庁舎に入れるために，市は当

初の計画よりも床面積が拡大して，建築費用も 65 億円から 98 億円にまで増大する原因の一つとな

ったとしている。 

そもそも，鳥取市役所は 2012 年 5 月の住民投票の結果，現地での耐震改修を求める市民の意向が

多数を占めて，市役所を鳥取駅周辺へ移転し新築する市長と市議会の案が退けられた経緯がある（９）。

しかしその後，この住民投票を無視して当時の市長や市議会が新築・移転を決定した。さらに今回，

市役所の建設費が当初の 65 億円であったものが，住民投票の結果に反して新築・移転を決定し保健

所の設置が決まったとたんに 98 億円に吊り上げられた。こうした鳥取市の態度は，改めて市民によ

る鳥取市行政への不信感を抱かせている。 
 また，鳥取市の中核市への移行は，本庁舎とならんで駅南庁舎にも行政機能をもたせると言って

きた鳥取市の方針にも反して，駅南庁舎から行政機能がなくなり本庁舎に一本化されることになる。

ここから出てくる問題も深刻だ。 
そもそも鳥取駅周辺は，市の防災マップから明らかなように低い位置にあり，古くから川の氾濫

によって地面が脆弱な場所である。地震が起これば，液状化を起こすかもしれないような地理的条

件が悪い地域。昔の人は，こうした事情を考慮して，現在の位置に市役所を建てた。このような過

去の知恵を無視して駅周辺に市役所を建て，しかも行政上の機能をここに集中させることの防災上

の危険性を考えなければならない。 
行政機能を１カ所に集中すると，地震や火災によってそこが駄目になれば，たちまち危機管理の 
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資料６　中核市への移行にともなう新庁舎建設費への影響
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面において大きな問題を引き起こす。むしろ行政機能は，分散されているほうがいい。一方が駄目

になっても，もう一方がそれに代わって機能する。だから，鳥取市はこれまで駅南庁舎と新しい庁

舎，この二つに主な行政機能を持たせるとしてきたのである。 
それが，中核市への移行にともなう保健所設置によって，とたんに変わってしまった。リスクは

分散させたほうが良いというのは，これはもう鉄則だ。そうなのに，本庁１カ所に統合するという

方向は，危機管理の現在の流れから逆行していると言わざるをえない。 
 

６．市町村合併への反省のない鳥取市の中核市移行 

 
中核市への移行については，市町村合併の教訓が生かされているのか，はなはだ疑問だ。鳥取市

の市町村合併とそれにともなう特例市への移行について，何ら反省もないまま，さらに中核市へ移

行しようとしているのではないか。 
現在の鳥取市は，どうも勘違いをしているように思われる。すなわち，鳥取市は大きく強くなる

ことをもっぱら追求している。それは２つの意味だ。１つは合併によって行政地域を拡大すること。

２つ目は，一般市から特例市へ，そして特例市から中核市へと権限を増大すること。いずれも量的

拡大を重視する姿勢に変わりはない。しかし，今の時代は量よりも質。これを忘れてしまっている。 
質とは何かというと，そこに住んでいる人たちの生活を安定させ，住民が高い幸福感が得られる

ような自治体をつくることである。それを軽視して，もっぱら鳥取市を大きくするために，合併を

おこなってきたし，今度は中核市への移行をめざそうとしている。 
市町村合併の問題点は，資料７の 2015 年１月に鳥取市が公表した住民アンケートから読み解くこ

とができる。鳥取市の合併での影響について，住民の不満がかなり出ている。特に，中心部よりも

市の周辺部から不満の声があがっており，「公共料金など住民負担が増加した」，「きめ細かい行政サ

ービスが低下した」，「中山間地の整備が遅れている」と答えた住民が多くいる。 
合併する際には，行政は「サービスは高いところに合わせ，負担は低いところに合わせる」ので，

合併すれば住民にとってメリットは大きいと説明していた。しかし，合併した結果はその逆になっ

た。そこで，住民からは「こんなはずではなかった」，「話が違うではないか」などと不満が出てき

ているというわけだ。 
 さらに，合併の際，行政は「合併すれば，それぞれの地域の特徴をいかして活力のあるまちにな

ります」と盛んに合併の効果を宣伝した。しかし，これも事実は逆になり，合併してから過疎化は

ますます進んだ。 
 図表１は，この事実を物語っている。この表は鳥取市が合併した旧町村の人口推移を示している

が，合併によって人口減少に歯止めがかかるどころか，ますます人口減少が進んでいることがわか

る。特に，気高町や河原町，青谷町，佐治村の人口減少が激しく，それに応じてこれら地域の活力

も低下している。 
 鳥取市が合併によって，一般市から特例市になってもこのような状況である。それを改善するこ

とが先決なのに，このことに有効な手立てを打たないまま，今度は特例市から中核市になっても同

じことの繰り返しになるであろう。 
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資料７　鳥取市における合併の影響
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図表１　鳥取市域における合併前後の人口推移（1995 〜 2015年）
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７．中核市への移行と道州制 

 
最後に，この中核市問題というのは，単なる地方自治体の問題ではなく，国全体に関わる問題で

もあるという点に注意する必要がある。すなわち，将来的には道州制の導入手段となる可能性があ

るということだ（10）。 
政府は，地方自治法を改正して特例市を廃止し，現在特例市である自治体を中核市にすることに

よって権限を県から中核市に移す措置をとった。これを分権だといって，国民も支持しているきら

いがある。しかし，先ほど述べたように，権限が降りるということは，それを受ける自治体は仕事

量が増えることを意味する。その権限を処理するに見合うだけの財源の移譲がなされなければ，地

方自治は発展しない。むしろ地方自治は後退する。 
また，権限が県から基礎自治体に降ろされていくということは，県と市町村の関係では県の存在

意義が低下することだ。今まで県は，少なくとも市町村との連絡調整の役割とか，市町村ではでき

ない広い範囲の行政に対応するとか，あるいは市町村の仕事を補完するなど，基礎自治体を支える

仕事をしてきた。 
これは，戦前の府県との大きな違いである。戦前の県知事は，官選で国が内務官僚を任命して知

事に据えた。ということは，この時代の知事は，国の命令を自治体に伝達しそれを遂行することを

基本的な任務として，もっぱら中央政府のための仕事を地方でおこなっていたわけである。 
しかし戦後になると，知事は公選制によって県民の直接選挙によって選ばれる存在となった。大 

きな違いである。確かに，今でも府県というのは，国の代行機関としての役割も果たしている。こ

れは，戦前から引き継いだものだ。しかし同時に，戦後の民主改革の中で，地方自治を理念に県民

の生活を支えるという役割もしているわけである。 
 こうして戦後，県は地方自治の担い手として，連絡調整，補完，広域行政の主体として，その存

在意義を認められてきた。しかし現在，県はこれらの権限を次第に手放しつつある。このような事

態が進んでいけば，一体県は何のためにあるのかと疑問視されるような状況に至る。中核市への移

行は，こうした認識をさらに進める。 
中核市や政令指定都市が次から次へと誕生してくれば，県に代わって市の活動範囲が拡大する。

そうすると，県の存在意義がどんどん薄れ，もう県はいらない，大きな市があったらいいじゃない

かとなる。自民党や財界などは，全国 300 の市にして府県を廃止し，府県に代わって道州を置くよ

うに提言している（11）。 
 道州制になれば，州都以外の地方都市は衰退していくであろう。なぜなら，鳥取市を例にとると，

県庁所在地だから鳥取市には国の出先機関が数多く置かれている。例えば，鳥取労働局，鳥取税務

署，鳥取財務事務所，鳥取地方裁判所，鳥取運輸局，日銀鳥取支店，そして，鳥取大学などだ。こ

うした公共機関があるおかげで，そこで働いている人たちの職場が保障されるし，人口も維持でき

る。こうした事情によって鳥取市は支えられている。しかし，もしも鳥取県という枠組みがなくな

れば，鳥取市にあえてこうした公共機関は置く必要はなくなり，統廃合の末に鳥取市の活力は失わ

れていくのは明らかである。 
こうした，今後の見通しを考えずに，大きな都市づくりに邁進していこうとする鳥取市の姿勢は，

あたかも現安倍政権の国づくりをみているようだ。 
経済成長と軍事化をバックに，ひたすら大国化をめざす安倍政権の政策は，国民の願いとは逆行

している。なによりも国民は，強く大きな国家よりも，安心して暮らすことができ，日々の生活に
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幸福を感じられるような国になることを願っている。それと同じように，市民が鳥取市の行政に望

むことは，住民が安心して生活でき，住んで良かったと幸福感を抱けるような自治体をつくるため

に努力してほしいということである。 

 
おわりに 

 
 以上，鳥取市の中核市移行における諸問題について述べてきた。最後に，その問題点を５点にま

とめておこう。 
 第１に，中核市移行による県からの権限移譲は，それ自体では決して地方自治の発展をもたらさ

ない。権限移譲が財源の移譲と住民参加をともなわなければ地方自治は後退する。 
 第２に，中核市への移行にともなう財政負担を軽視してはいけない。この点が不明確なままでは，

鳥取市の財政負担増，財政圧迫の要因となり，住民への行政サービスの低下や住民負担の増大にな

りかねない危険性がある。 
 第３に，市民からは，新庁舎建設の住民投票を無視した鳥取市の姿勢が批判されていることに加

えて，今回中核市への移行が新庁舎の建設費高騰の要因とされ，当初の約束から建設費を一挙に 1.5

倍に増額した鳥取市に対し，さらなる疑念がもたれている。 
第４に，中核市への移行が，なんら市町村合併の教訓を踏まえるものとはなっていない。鳥取市

は合併によって特例市になったが，市域全体の活力は低下した。それへの有効な改善策が打たれな

いままで，さらに中核市になっても事態は変わらないどころか，ますます悪化する可能性がある。 
第５に，鳥取市のように全国の都市が中核市に移行する割合が多くなればなるほど，地方都市か

ら活力を奪う道州制への地ならしになる。市が中核市になれば，膨大な権限が県から市に移譲され，

その分，県の存在意義が薄れ県の廃止とそれに代わる道州制の導入に合理的根拠を与えることにな

ろう。 

 
注 
 
（１）改正地方自治法第 252 条 22 第 1 項において中核市の指定要件を人口 20 万以上の都市に変更

するとともに，旧地方自治法の第 2編第 12 章第 3節を削除して特例市を廃止した。 

（２）改正地方自治法付則第 3条による。 

（３）鳥取市の人口は，合併当初の 20 万 1740 人(2005 年)と比べて，現在 19 万 1969 人(2015 年 12

月 31 日現在)に減少している。 

（４）鳥取市総務課「中核市移行の取り組みについて」(2014 年 6 月 10 日)参照。 

（５）市町村合併に関しては，藤田安一「市町村合併と自治体財政」（『鳥取大学教育地域科学部紀

要』第 4 巻 第 2 号，2003 年）および，同「検証・市町村合併後の兵庫県篠山市財政」『地域

学論集』第 4 巻 第 3号，2008 年）参照。 

（６）現在の鳥取市財政に関しては，藤田安一「危機にある鳥取市財政の現状と今後の課題」(『地

域学論集』第 11 巻 第 2号，2014 年)参照。 

（７）鳥取市「みんなでつくるとっとり市庁舎の考え方」2015 年 7 月。 
（８）三位一体改革に関しては，藤田安一「三位一体改革が地方財政に与えた影響に関する一考」 

(『地域学論集』第 3巻 第 1 号，2006 年)参照。 
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（９）鳥取市における市庁舎の新築・移転問題については，藤田安一「鳥取市庁舎の建て替えをめ

ぐる住民投票の特徴と意義」(『地域学論集』第 9巻 第 2号，2012 年)，および市庁舎新築移

転を問う市民の会編『「市民の会」400 日のたたかい－鳥取市庁舎建設をめぐる住民投票運動

の記録－』(2012 年)参照。 

（10）道州制に関しては，藤田安一「道州制と現代地方自治の危機」(『都市問題研究』2006 年 9

月号)，および同「市町村合併から道州制へ」(『地域学論集』第 3巻 第 2号，2006 年)参照。 

（11）例えば，自民党道州制調査会は，現行の 1800 市町村を 300 の自治体に再編して，政令指定都

市並の権限する案を公表し(2007 年)，また経団連は，市町村など基礎自治体を 300～500 程度

にするとした「道州制の導入に向けた第１次提言」(2007 年)を発表している。 
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仲野ほか：「海外フィールド演習･インドネシアプログラム」3年間の成果 

 

おわりに 
 日本に帰ってきても，インドネシアの友だち，家族の関係は終わらない。ＳＮＳなどで連絡を取

っているし，いつでも会えるという確信を持てるからだ。ホストマザーとの連絡で，とても印象的

な出来事があった。「あなたの家族の写真を送って」と言われたのである。ホストマザーが私だけで

なく，私の家族ごと受け入れようとしてくれていることが嬉しかった。出会ったのは，私とインド

ネシアのホストファミリー。けれども，その関係で終わらせずに，私の家族にまで広がっている。 
 私の焦りながら得ていった思いは，彼らの包み込むような優しさであった。出会った日数は関係

がなく，その相手を突き放さない優しさが私を変えてくれた。途中，涙を流すほどの心の揺れを感

じられなかったことに焦っていた私だが，実は最終日のハムカの学生と日本の学生全員での振り返

りのときに，とてもすっきりする出来事があった。それはある日本の学生が，「みんながインドネシ

アに感動しているけど，私はよく分からない」というような言葉を言ったことである。私はこの言

葉を聞いて，「あっ，言ってもよかったのか」と，胸にストンと落ちてきたのである。何か感じなけ

ればならないという思いが，自分自身の行動を制限していたのだ。 
 インドネシアに行って，とても楽になった。私にも，心の揺れがあったのだと気づき，今までそ

の揺れが小さかったために，溢れることがなかったのだと分かったからである。無理に焦る必要は

ない。私なりのスピードで，自分に正直に生きていきたい。自分の思いを吐き出せ，それを受け入

れてもらえる場所があることを実感したのだから。 
 
 

(2016 年 1 月 29 日受付，2016 年 2 月 3 日受理) 
 




